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犯罪や非行をした人の立ち直りに向けて

協力雇用主の皆様並びに広島県就労支援事業者

機構の関係者の皆様におかれましては、平素より、

犯罪や非行をした人の立ち直りに多大な御尽力を

賜りまして、厚く御礼申し上げます。

さて、広島県では、新たな総合計画「安心▷誇

り▷挑戦　ひろしまビジョン」が、令和 ３ 年度か

らスタートします。

このビジョンでは、「将来にわたって、「広島に

生まれ、育ち、住み、働いて良かった」と心から

思える広島県の実現」を基本理念とし、「県民一

人一人が「安心」の土台と「誇り」により、夢や

希望に「挑戦」しています」を目指す姿に掲げて

います。

このうち、「「安心」の土台」の構築に向けた取

組の中に、多様性を認め合い、支え合う地域共生

社会を構築していくことと、安全・安心な広島県

の実現に向けた取組があり、犯罪や非行をした人

の立ち直りに向けた支援も、こうした取組の一つ

となるものです。

近年、広島県では、刑法犯検挙者が減少傾向に

ある一方で、再犯者の占める割合は継続して ５ 割

を超えています。犯罪や非行をした人の現状を見

ると、高齢、疾病、貧困等を抱え、さらに受刑に

よる社会との隔絶も重なるなど、様々な生きづら

さを抱えている人が少なくありません。

こうした中、今年度、関係機関・団体で構成す

る「広島県再犯防止推進連絡会議等」において、

「広島県再犯防止推進計画」の策定に向けた議論

を進め、「社会の理解促進・支援基盤の強化」、「生

活上の基本ニーズの確保・回復」、「社会参画の実現」

を ３ つの柱とした計画をとりまとめたところです。

特に「就労支援」については、「社会参画の実現」

のために無くてはならない取組であると認識して

おり、刑事司法手続きが終了した人を対象とした、

履歴書作成への助言や面接への同行、職場体験等

を内容とした「就職活動支援」、及び雇用主と支

援対象者双方の不安や希望の聴取、調整等を行う

「職場定着支援」に取り組んでまいります。

新年度から、関係の皆様の御意見を踏まえなが

ら、着実に施策を推進してまいりたいと考えてお

りますので、引き続き御支援、御協力を賜ります

ようお願い申し上げます。

広島県環境県民局

局長  新　宅　　郁　子



本年度も残すところあと僅かとなりました。昨
年から新型コロナウイルスの影響があり、様々な会
議や集まりが中止されましたが、就労支援活動は継
続しております。

更生保護就労支援事業
広島県就労支援事業者機構では、平成27年度よ

り法務省から「更生保護就労支援事業」を受託して
います。

刑務所再入所者の約 ７ 割が再犯時に無職である
ことや、無職で保護観察を終了した者の再犯率が有
職で保護観察を終了した者の約 ３ 倍に上ることなど
から、刑務所出所者等に対する就労支援が極めて重
要であり、刑務所出所者等の再犯の防止と早期就労
により円滑な社会復帰を実現するため、関係機関等
と協力して継続的かつきめ細やかな支援を行うとと
もに、新たな協力雇用主を確保するなどの事業を展
開しています。

令和元年度は、82名の刑務所出所者等に対して
就労支援を行い、17社の協力雇用主に雇用していた
だくことができました。協力雇用主の新規開拓につ
いても、新たに65社の事業主に登録いただくことが
できました。

令和 ２ 年度からは、「就労活動」に加え、「職場
定着」という新たな事業が始まり、刑務所出所者が
より長く職場に定着できるよう活動しています。令
和 ３ 年 １ 月現在、就労活動については68名、職場定
着については33名の支援活動を行い、21社の協力雇
用主のもとでの就労に結びついています。また協力
雇用主の新規開拓についても、新たに28社の事業主
に登録いただいております。

非行少年等立ち直り支援事業
広島県就労支援事業者機構では、平成29年度よ

り、広島県・広島保護観察所と連携し、保護観察が
終了した無職少年の就労支援を「非行少年等就労支
援事業」として実施してきました。保護観察終了 ２
か月前から保護観察終了 ３ か月後まで（ ５ か月間）
の無職の少年に対し、機構独自の事業「就労体験セ
ミナー」を実施し雇用につなげて再犯防止を目指す
もので、広島県からは本セミナーにかかる費用の一
部を補助いただいておりました。

令和元年度からは、広島県が国より委託を受け
た「地域再犯防止推進モデル事業」の一環で、各関
係機関と連携し、「非行少年等立ち直り支援事業」
を実施しています。

この事業は、保護観察終了 ３ か月前から保護観
察終了 ６ か月後まで（ ９ か月間）の無職の少年で、
立ち直りに向けた支援を必要としているのにも関わ
らず公的な支援を受けることができない人を対象と
しています。就労体験をはじめとした就労支援等を
実施することにより、就労意欲の向上を図るととも
に、社会的自立を促進することが目的です。少年に
対する支援ニーズの掘り起こしや支援内容の選定、
就労体験の実施やその後のフォローまで関係機関と
連携しながら実施しており、令和元年度の受講者は
５ 名で、そのうち ２ 名が協力雇用主のもとでの就労
に結びつきました。

令和 ２ 年度においては、令和 ３ 年 １ 月現在、 １
名の者に実施し、協力雇用主のもとでの就労を継続
しています。

広島弁護士会との就労支援協定
広島県就労支援事業者機構では、平成30年度よ

り広島弁護士会と就労支援に関する協定を締結して
います。

この協定は、広島弁護士会に所属する弁護士が
担当し、今後就労をして更生を希望する人について、
機構の支援制度を利用することにより、刑が確定す
る前から支援を開始し就労することによって、地域
社会の中での更生を目指すことを目的としています。

令和元年度は ３ 名の者に対して就労支援を実施
し、そのうち １ 名が協力雇用主のもとでの雇用に結
びつきました。

令和 ２ 年度においては、 １ 名の者に対して就労
支援を継続中です。

今後も支援活動を広げるため、連携をさらに強
化していきたいと考えています。

就労体験セミナー
広島県就労支援事業者機構では、独自の事業と

して「就労体験セミナー」を実施しています。
このセミナーを受講する保護観察対象者等は、

就職を目指している職種の協力雇用主のもとで就労
を体験します。保護観察対象者等は就労に向けた生
活リズムや心構えを身につけることができ、協力雇
用主は保護観察対象者等の仕事に対する適性などを
見ることができます。
　令和元年度は21名に対して実施し、14名がセミ
ナー体験後の雇用につながりました。令和 ２ 年度も、
令和 ３ 年 １ 月現在、18名に対して実施しており、 ８
名がセミナー体験後の雇用につながっています。

就労支援の状況〔令和2年度〕
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令和2年度　就労支援研修会の開催
　令和 ２ 年11月30日、広島県立総合体育館にて、広
島保護観察所、広島県保護司会連合会、広島県協力
雇用主会連絡協議会、そして、広島県就労支援事業
者機構の ４ 者の共催で、『広島県の保護観察の実状
及び無職者に対する就労支援』をテーマに、間所機
構常務理事の司会のもと、「令和 ２ 年度　就労支援
研修会」が行われました。
　コロナ禍で様々な会合が中止もしくは延期を余儀
なくされる中、感染防止対策を十分に施しながらの
開催となりました。
　参加者は、広島県下23地区の保護司会の会長・事
務局長・協力組織部会部長、そして協力雇用主会の
設立されている13地区の協力雇用主会の会長、機構
の就労支援員、広島保護観察所の職員、総勢79名で、

各々の地区会の熱心さが明示された規模の大きな研
修会でした。
　各地区の現状や就労支援施策の状況が観察所の資
料をもとに共有され、中盤には機構支援員の活きた
活動報告もあり、現時点での課題の提起もされまし
た。
　各々の団体が、就労支援にテーマをしぼり、話し
合うことで、更生保護に於ける就労支援に関するそ
れぞれの役割、今後の目標、そして更なる連携を深
めることの重要性を改めて確認し合えた有意義な研
修会となりました。
　御多忙の中にも関わらず御参列いただきました皆
様、誠にありがとうございました。

（右から）山田広島保護観察所長、八崎広島県保護司会連合会長、
　　　　　牧尾協力雇用主会長、中元統括保護観察官

研修会出席者

広島県協力雇用主会連絡協議会より 
　広島県協力雇用主会連絡協議会は、平成10年 ３ 月
27日に結成され、更生保護の趣旨に賛同して各保護
区で結成された県内の地区協力雇用主会を会員とし
て組織しており、事務局は広島県就労支援事業者機
構に置かれています。
　地区協力雇用主会は、中、東、南、西、安佐南、
広島佐伯、東広島、大竹、呉、竹原大崎、尾道、三
原、福山の13地区に設置されており、県内の約666
の協力雇用主のうち、277の協力雇用主がそれぞれ

の地区会に加入しています。
　地区協力雇用主会に加入すると、地区会および連
絡協議会等が実施する矯正施設参観等の各種研修会
に参加できたり、地区会で開催される各種行事の参
加により、異業種間での交流を持つことができます。
　地区協力雇用主会に関心を持たれる方は、下記ま
でご連絡ください。事業所所在地の地区会にお取次
ぎいたします。

広島県協力雇用主会連絡協議会事務局　TEL  082－211－2240

広島県就労支援事業者機構　理事会・総会のご案内 
　来る令和 ３ 年 ５ 月19日（水）午後 １ 時30分より、広
島県立総合体育館大会議室において「令和 ３ 年度　
広島県就労支援事業者機構　理事会・総会」を開催
いたします。新年度を迎え新たな活動の展開につき
会員の皆様と協議いたしたく存じます。会員の皆様

には改めてご案内いたしますので、よろしくお願い
いたします。
　なお、新型コロナウイルスの状況により予定が変
更になった場合には、その旨改めて連絡いたします。
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⃝事務局よりお願い
　この機関紙は、年に １ 度発行しております。紙面の充実と情報共有を図るため、各地区での活動内容等も発信で
きればと思います。「掲載して欲しい！」という内容がありましたら、是非、事務局までお知らせください。

※事業所所在地や事業所名称、代表者等が変わられた際には、大変お手数ですが下記までご連絡ください。

就労の確保と継続で、「再犯をしない・させない」世の中を  

福山地区就労支援員　金　高　芳　郎
　「就労なくして更生なし」は、我々支援員の共通
認識です。対象者が適切な就労を確保し継続する事
が、立ち直りを進める上で最も重要だからです。
　この就労支援の取り組みについて、保護司の皆さ
んと円滑に連携できているか、また、就労支援制度
の流れと意義を理解していただく努力をしている
か、実務をしながら自問自答することもあります。
　福山地区での協力雇用主の開拓は、令和 ２ 年度ま
での政府の数値目標を達成しています。多様な職種
の事業主に登録して頂く事を考慮しながら進めてき
ました。
　本人の前歴を承知したうえで雇用してくださる協
力雇用主の登録の拡大は、犯罪や非行をした人たち
の「揺るぎない出番」への道筋を用意するという意
味で大変重要です。
　保護観察所での初回面接の際、対象者が自分でハ
ローワークに行ったり、ネットで探したり、知り合
いに誘われたりして就労先を決める人が多くおり、
頼もしい反面、悔しい思いもあります。まず協力雇
用主の中から自分に合った業種を決めて企業面接を
するように働きかけてほしいのです。もし就職後に
自分には適さない職種だと感じたら、就労支援員と
して常に寄り添い一緒になって、改善更生に理解を

示してくれる雇用主を探してあげたい。
　今年度はコロナ禍の過酷な環境の中での就労支援
活動になりました。三密を避けながら対象者に同行
してハローワークに行き、統括職業指導官に相談し
根気よく紹介してもらい、 ４ ～ ５ 回目にやっと採用
の返事がきた時は、感動と感謝しかありません。
　就職できた企業には、承諾を得て協力雇用主に登
録してもらいます。就労継続が難しい場合などは、
本人の選択・希望を尊重しながら、何が課題で、こ
れからどのように生きていったらいいのかを一緒に
考える「処遇協議」をし、対象者と保護者、保護観
察官、担当保護司、就労支援員を交えて話し合うよ
うにしています。

処遇協議中の風景（向こう側右端が金高支援員）

SDGsと更生保護
　近年叫ばれているSDGsは、持続可能な開発目標
(Sustainable Development Goals)のことで、全世
界が有する社会課題を挙げ、人間や地球がよりよく
持続していくための17の目標と169のターゲットで
構成されています。
　「地球上の誰一人取り残さない（leave no one 
behind）」ことを誓っており、世界中のすべての人
が豊かに、安全に、平等に暮らし続けていくことが
できる社会を目指しています。

　このSDGsの目標とターゲットは、更生保護活動
と重なる部分も多くあります。犯罪や非行をした人
の人権を守り、彼らの幸せのために支援活動を継続
していくことは、わたしたちの社会を明るく安全に
していくことに結びついています。
　広島県就労支援事業者機構と広島県協力雇用主会
連絡協議会は、各団体との連携を強固にし、SDGs
の思想を取り入れ、今後も活動を続けてまいります。
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